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施設管理費体育施設管理費

美山体育施設管理費

一般会計

133

10.教育 － 6.保健 － 2.体育

　美山管内の市立社会体育施設及び市民の社会体育並びに文化振興を図るため開放する南丹市立学校体育施設

の管理運営等

　※学校体育施設以外は、平成18年9月から指定管理者に管理委託している。

長谷運動公園指定管理委託料　    1,200,000円

施設光熱水費　　　　　　　　　    362,054円

体育施設利用者数

　美山中学校　　　　　　　2,867人

　知井小学校　　　　　　　4,111人

　平屋小学校　　　　　　　3,158人

　宮島小学校　　　　　　　2,067人

　鶴ヶ岡小学校　　　　　　1,795人

　大野小学校　　　　　　　1,780人

　長谷運動公園野球場　　　3,735人

　長谷運動公園陸上競技場　1,878人

　長谷運動公園その他施設　　350人

所管部局

事 業 名

細事業名

所 管 課 担当者名

事業分類

会 計 科 目

政策体系

１１１１....事業事業事業事業のののの概要概要概要概要

２２２２....事業事業事業事業のののの目的目的目的目的とととと必要性必要性必要性必要性

３３３３....事業費事業費事業費事業費のののの推移推移推移推移

４４４４....主主主主なななな事業費事業費事業費事業費のののの内訳内訳内訳内訳 ５５５５....事業結果事業結果事業結果事業結果のののの概要概要概要概要

平成22年度　　事業評価（事業活動記録）

事業No. 765

①施策で目指す目標との関連付け

　市民に運動と憩いの場を提供し、市民の健全な心身を育成し、スポーツを通じて親睦と相互理解を深め

る。また、福祉的要素を考慮し、利用者に配慮したサービスを提供することにより、公共の福祉に寄与す

②事業を実施する必要性

　地元区に指定管理委託することで、地域の施設として地域自治の拠点となり、施設を活用した地域振興が

有効に進められ、施設の目的である地域の社会体育振興がより充実し、市民交流の場として市民に開かれた

施設運営が実施できる。

4,519決算額または計画額

財

源

内

訳

うち一般職・嘱託職・臨時職の

給与および共済費等

使用料・手数料等

国 ・ 府 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源

職 員 等 の 従 事 人 員

人 件 費

事 業 費 総 額

3,492 9,385 2,159 3,100 3,150 3,150
単 位

人 /年

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

0 0 0 0 0 0 0
720 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0

3,799 3,492 9,385 2,159 3,100 3,150 3,150
0.00 0.21

0 1,290
9,385 3,449

平18決算 平19決算 平20決算 平21決算 平22予算 平23計画 平24計画

－

－

－

－

－

－

千円未満を四捨五入し表示しているので、合計等が一致しない場合がある。

※事業費を要しない場合は「0」、事業を実施しない場合は「空白」で表示。

※
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　まず安心安全な施設維持を重点とし、指定管理受託者との連携・指導を行った。

　運営管理に指定管理のメリットである「利用者側の視点」に立ったサービス向上と効率性の充実がみられ、

指定管理未実施施設のモデルケースとなっている。

①有効性・効率性を向上させるため、担当職員と議論を重ねた点

　まず安心安全な施設維持を重点とし、指定管理受託者との連携・指導を行った。

②当該事業のアピール事項

　運営管理に指定管理のメリットである「利用者側の視点」に立ったサービス向上と効率性の充実がみられ、

指定管理未実施施設のモデルケースとなっている。

③反省点、今後の展開・方向性等

　園部・日吉管内体育施設の指定管理制度導入。

６６６６....活動活動活動活動のののの詳細詳細詳細詳細

７７７７....所属長評価所属長評価所属長評価所属長評価〔平成20年度から改善した点、今後の展開など〕

【【【【参考参考参考参考】】】】過年度過年度過年度過年度のののの評価評価評価評価

■平成21年度の所属長評価

活　　　動　　　内　　　容 活動日又は時期 活 動 結 果 等

(1)体育施設管理

美山長谷運動広場・管理棟の管理運営に関する基本協

定の締結

平成21年4月1日～平成22

年3月31日

管理運営に関する基本協定

(1ヵ年契約)美山町　長谷

区

平成21年度美山長谷運動広場・管理棟の年度協定の締

結　設計・契約更新・事業計画・事業報告の受理

平成21年4月1日～平成22

年3月31日

年間利用者数　21,741人

(イベント・観客は除く)
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